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(57)【要約】
【課題】スプライン嵌合部を介して連結された第１動力
伝達軸および第２動力伝達軸を有する動力伝達装置にお
いて、第１動力伝達軸の心振れに起因して発生する振動
や騒音を抑制する。
【解決手段】ロータ軸（第１動力伝達軸）４４の第１軸
受９２ａの第１クリアランスは、ギヤシャフト（第２動
力伝達軸）４２の第２軸受９６ａの第２クリアランスよ
りも小さくされており、動力伝達時にギヤシャフト４２
に加えられたラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部はスプ
ライン嵌合部４６を介してロータ軸４４に伝達され、第
１軸受９２ａを介してトランスアクスルケース６０によ
って受け止められる。これにより、ギヤシャフト４２お
よびロータ軸４４が、何れもラジアル荷重Ｆｒによって
その作用方向へ押圧された状態で回転させられるように
なり、それ等の心振れが抑制されて振動や騒音が低減さ
れる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一軸線上に互いに隣接して配設されるとともに、互いに近接する側の軸端部においてス
プライン嵌合部を介して動力伝達可能に連結されている第１動力伝達軸および第２動力伝
達軸と、
　支持部材の第１軸受保持部の内側に配設されて前記第１動力伝達軸を前記一軸線まわり
に回転可能に支持している一対の第１軸受と、
　前記支持部材の第２軸受保持部の内側に配設されて前記第２動力伝達軸を前記一軸線ま
わりに回転可能に支持している一対の第２軸受と、
　を有し、前記第２動力伝達軸には前記第１動力伝達軸とは異なる部材との間で動力伝達
を行う歯車が設けられており、該動力伝達の際の反力により前記歯車を介して前記第２動
力伝達軸にラジアル荷重が加えられる動力伝達装置において、
　前記一対の第１軸受のうち前記スプライン嵌合部側の第１ａ軸受における前記第１動力
伝達軸と前記第１軸受保持部との間の第１クリアランスは、前記ラジアル荷重の少なくと
も一部が前記第２動力伝達軸から前記スプライン嵌合部を介して前記第１動力伝達軸に伝
達され、前記第１ａ軸受を介して前記支持部材によって受け止められるように、前記一対
の第２軸受のうち前記スプライン嵌合部側の第２ａ軸受における前記第２動力伝達軸と前
記第２軸受保持部との間の第２クリアランスよりも小さくされている
　ことを特徴とする動力伝達装置。
【請求項２】
　前記第２ａ軸受の外輪の外周面には環状溝が設けられて環状の弾性部材が配設され、該
弾性部材の一部が前記環状溝から突き出して前記第２軸受保持部の内周面に密着させられ
ているとともに、
　前記環状溝のうち前記ラジアル荷重の作用方向側部分の溝深さが大きくされ、該作用方
向側部分において前記弾性部材が前記環状溝から突き出す突出寸法が小さくされている
　ことを特徴とする請求項１に記載の動力伝達装置。
【請求項３】
　前記第２ａ軸受の外輪の外周面には環状溝が設けられて環状の弾性部材が配設され、該
弾性部材の一部が前記環状溝から突き出して前記第２軸受保持部の内周面に密着させられ
ているとともに、
　前記弾性部材のうち前記ラジアル荷重の作用方向側部分の太さが細くされ、該作用方向
側部分において前記弾性部材が前記環状溝から突き出す突出寸法が小さくされている
　ことを特徴とする請求項１に記載の動力伝達装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は動力伝達装置に係り、特に、スプライン嵌合部を介して連結された第１動力伝
達軸および第２動力伝達軸を有する動力伝達装置の振動や騒音を抑制する技術に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　(a) 一軸線上に互いに隣接して配設されるとともに、互いに近接する側の軸端部におい
てスプライン嵌合部を介して動力伝達可能に連結されている第１動力伝達軸および第２動
力伝達軸と、(b) 支持部材の第１軸受保持部の内側に配設されて前記第１動力伝達軸を前
記一軸線まわりに回転可能に支持している一対の第１軸受と、(c) 前記支持部材の第２軸
受保持部の内側に配設されて前記第２動力伝達軸を前記一軸線まわりに回転可能に支持し
ている一対の第２軸受と、を有する動力伝達装置が知られている。特許文献１に記載の装
置はその一例で、車両用動力伝達装置に関するものであり、ロータ軸４４が第１動力伝達
軸に相当し、ギヤシャフト４２が第２動力伝達軸に相当する。特許文献１にはまた、スプ
ライン嵌合部のガタ打ち音を抑制するために、そのスプライン嵌合部にフリクションダン
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パを設ける技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１８－１３５９３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、フリクションダンパは回転方向に所定の摩擦抵抗を付与することでスプ
ライン嵌合部の周方向のガタ打ちを抑制することができるものの、径方向のガタ打ちを抑
制する効果は小さい。このため、スプライン嵌合部を介して第２動力伝達軸に連結された
第１動力伝達軸が、スプライン嵌合部の径方向ガタや各部の芯ずれ等に起因して心振れし
、第１軸受や第２軸受の軸受荷重が回転数の高次の周波数成分を含む振動数で変動するこ
とにより、その荷重変動が支持部材に伝達されて振動や騒音が発生するという問題があっ
た。すなわち、第２動力伝達軸に第１動力伝達軸とは異なる部材との間で動力伝達を行う
歯車が設けられる場合、その動力伝達の際の反力により歯車を介して第２動力伝達軸には
ラジアル荷重が加えられるため、第２動力伝達軸はそのラジアル荷重により第２軸受を介
して支持部材に押圧された状態で回転させられる一方、その第２動力伝達軸にスプライン
嵌合部を介して連結された第１動力伝達軸は、ラジアル荷重の影響を受けないため回転時
に心振れし易い状態になる場合がある。
【０００５】
　本発明は以上の事情を背景として為されたもので、その目的とするところは、スプライ
ン嵌合部を介して連結された第１動力伝達軸および第２動力伝達軸を有する動力伝達装置
において、第１動力伝達軸の心振れに起因して発生する振動や騒音を抑制することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　かかる目的を達成するために、本発明者等が種々の実験、研究を重ねたところ、振動や
騒音と第１動力伝達軸の心振れには相関があり、特に一対の第１軸受のうちスプライン嵌
合部側の第１ａ軸受の荷重変動が振動、騒音に大きく影響していることを見い出した。
　本発明はかかる知見に基づいて為されたもので、第１発明は、(a) 一軸線上に互いに隣
接して配設されるとともに、互いに近接する側の軸端部においてスプライン嵌合部を介し
て動力伝達可能に連結されている第１動力伝達軸および第２動力伝達軸と、(b) 支持部材
の第１軸受保持部の内側に配設されて前記第１動力伝達軸を前記一軸線まわりに回転可能
に支持している一対の第１軸受と、(c) 前記支持部材の第２軸受保持部の内側に配設され
て前記第２動力伝達軸を前記一軸線まわりに回転可能に支持している一対の第２軸受と、
を有し、(d) 前記第２動力伝達軸には前記第１動力伝達軸とは異なる部材との間で動力伝
達を行う歯車が設けられており、その動力伝達の際の反力により前記歯車を介して前記第
２動力伝達軸にラジアル荷重が加えられる動力伝達装置において、(e) 前記一対の第１軸
受のうち前記スプライン嵌合部側の第１ａ軸受における前記第１動力伝達軸と前記第１軸
受保持部との間の第１クリアランスは、前記ラジアル荷重の少なくとも一部が前記第２動
力伝達軸から前記スプライン嵌合部を介して前記第１動力伝達軸に伝達され、前記第１ａ
軸受を介して前記支持部材によって受け止められるように、前記一対の第２軸受のうち前
記スプライン嵌合部側の第２ａ軸受における前記第２動力伝達軸と前記第２軸受保持部と
の間の第２クリアランスよりも小さくされていることを特徴とする。
【０００７】
　第２発明は、第１発明の動力伝達装置において、(a) 前記第２ａ軸受の外輪の外周面に
は環状溝が設けられて環状の弾性部材が配設され、その弾性部材の一部が前記環状溝から
突き出して前記第２軸受保持部の内周面に密着させられているとともに、(b) 前記環状溝
のうち前記ラジアル荷重の作用方向側部分の溝深さが大きくされ、その作用方向側部分に
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おいて前記弾性部材が前記環状溝から突き出す突出寸法が小さくされていることを特徴と
する。
【０００８】
　第３発明は、第１発明の動力伝達装置において、(a) 前記第２ａ軸受の外輪の外周面に
は環状溝が設けられて環状の弾性部材が配設され、その弾性部材の一部が前記環状溝から
突き出して前記第２軸受保持部の内周面に密着させられているとともに、(b) 前記弾性部
材のうち前記ラジアル荷重の作用方向側部分の太さが細くされ、その作用方向側部分にお
いて前記弾性部材が前記環状溝から突き出す突出寸法が小さくされていることを特徴とす
る。
【発明の効果】
【０００９】
　このような動力伝達装置においては、一対の第１軸受のうちスプライン嵌合部側の第１
ａ軸受の第１クリアランスが、一対の第２軸受のうちスプライン嵌合部側の第２ａ軸受の
第２クリアランスよりも小さくされており、第２動力伝達軸に加えられたラジアル荷重の
少なくとも一部がスプライン嵌合部から第１動力伝達軸に伝達され、第１ａ軸受を介して
支持部材によって受け止められる。これにより、第１動力伝達軸および第２動力伝達軸が
何れもラジアル荷重によってその作用方向へ押圧された状態で回転させられるようになり
、それ等の第１動力伝達軸および第２動力伝達軸の心振れが抑制されるため、心振れに起
因して回転数の高次の周波数成分を含む荷重変動が第１ａ軸受等を介して支持部材に伝達
されることによって生じる振動や騒音が低減される。
【００１０】
　第２発明は、第２ａ軸受の外輪の外周面に環状溝が設けられて弾性部材が配設され、そ
の弾性部材の一部が環状溝から突き出して第２軸受保持部の内周面に密着させられている
場合で、弾性部材の摩擦によって外輪と第２軸受保持部との相対回転が抑制され、外輪の
クリープ（滑り回転）による摩耗が抑制される。その場合に、弾性部材によって第２ａ軸
受の第２クリアランスが実質的に無くなると、ラジアル荷重が第２ａ軸受および弾性部材
を介して支持部材によって受け止められるとともに、第２動力伝達軸が一軸線と略同心に
保持されるようになり、第１動力伝達軸が心振れし易い状態になる。これに対し、上記環
状溝のうちラジアル荷重の作用方向側部分の溝深さが大きくされ、その作用方向側部分に
おいて弾性部材が環状溝から突き出す突出寸法が小さくされているため、第２ａ軸受がラ
ジアル荷重に従ってその作用方向側へ変位することが許容される。これにより、第２動力
伝達軸に加えられたラジアル荷重の少なくとも一部が、スプライン嵌合部を介して第１動
力伝達軸に伝達されるとともに、第１クリアランスが比較的小さい第１ａ軸受を介して支
持部材によって受け止められるようになり、その第１動力伝達軸の心振れが抑制されて振
動や騒音が低減される。
【００１１】
　第３発明は、第２ａ軸受の外輪の外周面に環状溝が設けられて弾性部材が配設されてい
る場合で、外輪のクリープによる摩耗が抑制されるが、第２発明と同様に第１動力伝達軸
の心振れが増大する可能性がある。これに対し、弾性部材のうちラジアル荷重の作用方向
側部分の太さが細くされ、その作用方向側部分において弾性部材が環状溝から突き出す突
出寸法が小さくされているため、第２ａ軸受がラジアル荷重に従ってその作用方向側へ変
位することが許容される。これにより、第２動力伝達軸に加えられたラジアル荷重の少な
くとも一部が、スプライン嵌合部を介して第１動力伝達軸に伝達されるとともに、第１ク
リアランスが比較的小さい第１ａ軸受を介して支持部材によって受け止められるようにな
り、その第１動力伝達軸の心振れが抑制されて振動や騒音が低減される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明が適用された車両用動力伝達装置の一例を説明する骨子図である。
【図２】図１の車両用動力伝達装置において、第２軸線Ｓ２上に配設されたカウンタシャ
フトと、第３軸線Ｓ３上に配設されたロータ軸（第１動力伝達軸）およびギヤシャフト（
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第２動力伝達軸）と、を具体的に例示した正面図である。
【図３】図２におけるスプライン嵌合部の近傍部分の支持構造を具体的に説明する断面図
である。
【図４】図３においてギヤシャフトを支持している第２軸受を、Ｏリングが装着される環
状溝部分で切断した断面図である。
【図５】図４におけるＶ－Ｖ矢視部分の環状溝の断面図で、Ｏリングと共に示した図であ
る。
【図６】図４におけるVI－VI矢視部分の環状溝の断面図で、Ｏリングと共に示した図であ
る。
【図７】第２軸受を軸線方向から見た側面図で、第２軸受保持部との間の第２クリアラン
スＣ２を説明する図である。
【図８】図３においてロータ軸を支持している第１軸受を軸線方向から見た側面図で、第
１軸受保持部との間の第１クリアランスＣ１を説明する図である。
【図９】第２軸受の外輪の第３軸線Ｓ３まわりの位相を位置決めするための回止めピン等
を説明する図で、図７に対応する側面図である。
【図１０】第２軸受の外輪の第３軸線Ｓ３まわりの位相を位置決めするためにＯリングに
設けられた大径嵌合部等を説明する図で、図７に対応する側面図である。
【図１１】第２軸受の外輪の軸線まわりの位相を位置決めするために外周形状を楕円形状
とした場合を説明する図で、図７に対応する側面図である。
【図１２】本発明品および比較品１、２を用いて騒音を測定した結果を説明する図である
。
【図１３】本発明の他の実施例を説明する図で、図４に対応する断面図である。
【図１４】図１３における XIV－XIV 矢視部分の環状溝の断面図で、Ｏリングと共に示し
た図である。
【図１５】図１３におけるXV－XV矢視部分の環状溝の断面図で、Ｏリングと共に示した図
である。
【図１６】スプライン嵌合部の径方向ガタ等に起因して振動や騒音が発生するメカニズム
を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、例えば車両用動力伝達装置に好適に適用されるが、車両用以外の動力伝達装
置に適用することもできる。本発明は、例えば駆動力源としてエンジン（内燃機関）を備
えているエンジン駆動車両やハイブリッド駆動車両、或いは電動モータを駆動力源として
用いて走行する電気自動車等の車両用動力伝達装置に好適に適用される。例えば、第１動
力伝達軸は電動モータや発電機等の回転機のロータで、第２動力伝達軸には歯車を介して
エンジンの回転、或いは車輪からの逆入力回転が伝達されるように構成される。スプライ
ン嵌合部は、内スプライン歯と、内スプライン歯と噛み合わされた外スプライン歯とから
成り、例えば第１動力伝達軸に内スプライン歯が設けられ、第２動力伝達軸に外スプライ
ン歯が設けられるが、第１動力伝達軸に外スプライン歯が設けられ、第２動力伝達軸に内
スプライン歯が設けられても良い。すなわち、内スプライン歯および外スプライン歯の一
方が第１動力伝達軸に設けられ、他方が第２動力伝達軸に設けられれば良い。第２動力伝
達軸には、第１動力伝達軸とは異なる部材との間で動力伝達を行う歯車が設けられる。こ
の歯車としてははすば歯車が適当であるが、平歯車や傘歯車、ハイポイドギヤ等の歯車が
設けられても良い。
【００１４】
　第１軸受および第２軸受としては、ボールベアリングが好適に用いられるが、ローラベ
アリング等の他の軸受を採用することもできる。これ等の軸受は、組み付けの関係で内輪
および外輪の一方が圧入固定（締り嵌め）され、他方が隙間嵌めされる。例えば内輪が動
力伝達軸に圧入固定され、外輪が支持部材の軸受保持部に隙間嵌めされるが、外輪を軸受
保持部に圧入固定するとともに、内輪を動力伝達軸に隙間嵌めするようにしても良い。外
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輪が軸受保持部に隙間嵌めされる場合、動力伝達時に外輪がクリープにより摩耗する可能
性があるため、特にラジアル荷重が加えられる第２軸受については、その外輪に環状溝を
設けて弾性部材を装着することによりクリープを防止することが望ましい。その場合は、
環状溝の溝深さや弾性部材の太さを工夫して、ラジアル荷重の作用方向側部分に第２クリ
アランスを確保することが望ましい。弾性部材としてはＯリングが好適に用いられるが、
他の弾性部材を採用することもできる。第２軸受の内輪を第２動力伝達軸に隙間嵌めする
場合には、動力伝達時に内輪がクリープにより摩耗する可能性があるため、その第２動力
伝達軸に環状溝を設けて弾性部材を装着することにより、内輪との間のクリープを防止す
ることが望ましい。その場合も、環状溝の溝深さや弾性部材の太さを工夫して、ラジアル
荷重の作用方向側部分に第２クリアランスを確保することが望ましい。
【００１５】
　第１クリアランスおよび第２クリアランスは、軸受と動力伝達軸との間の隙間、軸受と
軸受保持部との間の隙間、軸受内部の隙間、を合わせた合計の隙間寸法であるが、圧入固
定される部分の隙間は略０であるため、隙間嵌めされる部分の隙間および軸受内部の隙間
が中心となる。また、第２動力伝達軸に加えられたラジアル荷重の少なくとも一部が、そ
の第２動力伝達軸からスプライン嵌合部を介して第１動力伝達軸に伝達され、第１ａ軸受
を介して支持部材によって受け止められるように、第１動力伝達軸および第２動力伝達軸
の同軸度や軸の傾き、各部の真円度等の誤差などを考慮して、第１クリアランスおよび第
２クリアランスの大きさを定めることが望ましい。第１クリアランスおよび第２クリアラ
ンスの大小関係の要件は、少なくともラジアル荷重の作用方向側部分で満たしていれば良
い。軸受保持部が設けられる支持部材は、例えばトランスアクスルケースやトランスミッ
ションケース等の動力伝達軸を収容する収容空間を有するケースが適当であるが、その他
の支持部材が用いられても良い。
【実施例】
【００１６】
　以下、本発明の実施例を、図面を参照して詳細に説明する。なお、以下の実施例におい
て、図は説明のために適宜簡略化或いは変形されており、各部の寸法比および形状等は必
ずしも正確に描かれていない。
【００１７】
　図１は、本発明が適用された車両用動力伝達装置１０を説明する骨子図で、動力伝達機
構１２を備えている。図１は、動力伝達機構１２を構成している複数の軸が共通の平面内
に位置するように展開して示した展開図である。車両用動力伝達装置１０は、複数の軸が
車両幅方向に沿って配置されるＦＦ車両等の横置き型のハイブリッド車両用のトランスア
クスルで、車両幅方向と略平行な第１軸線Ｓ１～第４軸線Ｓ４を備えている。第１軸線Ｓ
１上には、エンジン１６にダンパ装置１８を介して連結された入力軸２２が設けられてい
るとともに、その第１軸線Ｓ１と同心にシングルピニオン型の遊星歯車装置２４および第
１モータジェネレータＭＧ１が配設されている。遊星歯車装置２４および第１モータジェ
ネレータＭＧ１は電気式差動部２６として機能するもので、差動機構である遊星歯車装置
２４のキャリア２４ｃに入力軸２２が連結され、サンギヤ２４ｓに第１モータジェネレー
タＭＧ１のロータ軸２８が連結され、リングギヤ２４ｒにエンジン出力歯車３０が設けら
れている。サンギヤ２４ｓおよびリングギヤ２４ｒは、キャリア２４ｃに回転自在に配設
された複数のピニオン２４ｐと噛み合わされている。
【００１８】
　第１モータジェネレータＭＧ１は電動モータおよび発電機として択一的に用いられるも
ので、発電機として機能する回生制御などでサンギヤ２４ｓの回転速度が連続的に制御さ
れることにより、エンジン１６の回転速度が連続的に変化させられてエンジン出力歯車３
０から出力される。また、第１モータジェネレータＭＧ１のトルクが０とされてサンギヤ
２４ｓが空転させられることにより、エンジン１６からの出力が遮断されるとともに、モ
ータ走行時や惰性走行時等におけるエンジン１６の連れ廻りが防止される。エンジン１６
は、燃料の燃焼によって動力を発生するガソリンエンジン、ディーゼルエンジン等の内燃
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機関で、走行用駆動力源として用いられる。前記入力軸２２は第１モータジェネレータＭ
Ｇ１の軸心を挿通させられてオイルポンプ５６に連結されており、エンジン１６によって
オイルポンプ５６が回転駆動されるようになっている。
【００１９】
　第２軸線Ｓ２上には、減速大歯車３２および減速小歯車３４が設けられたカウンタシャ
フト３６が回転可能に配設されており、減速大歯車３２は前記エンジン出力歯車３０と噛
み合わされている。減速大歯車３２はまた、第３軸線Ｓ３上に配設されたモータ出力歯車
４０と噛み合わされている。モータ出力歯車４０はギヤシャフト４２に設けられており、
そのギヤシャフト４２は、第３軸線Ｓ３上に配設された第２モータジェネレータＭＧ２の
ロータ軸４４とスプライン嵌合部４６を介して動力伝達可能に連結されている。第２モー
タジェネレータＭＧ２は電動モータおよび発電機として択一的に用いられるもので、電動
モータとして機能するように力行制御されることにより走行用駆動力源として用いられる
。車両用動力伝達装置１０は、エンジン１６および電気式差動部２６が配設された第１軸
線Ｓ１とは異なる第３軸線Ｓ３上に第２モータジェネレータＭＧ２が配設された複軸式の
ハイブリッド車両用動力伝達装置である。
【００２０】
　上記減速小歯車３４は、第４軸線Ｓ４上に配設されたディファレンシャル装置４８のデ
フリングギヤ５０と噛み合わされており、エンジン１６および第２モータジェネレータＭ
Ｇ２からの駆動力がディファレンシャル装置４８を介して左右のドライブシャフト５２に
分配され、左右の駆動輪５４に伝達される。車両用動力伝達装置１０は動力伝達装置で、
本実施例ではディファレンシャル装置４８を有するトランスアクスルである。
【００２１】
　車両用動力伝達装置１０は、エンジン１６に一体的に固設されるとともにブラケット等
を介して車体によって支持されるトランスアクスルケース６０を備えている。トランスア
クスルケース６０は、フロントケース部材６２、中間ケース部材６４、およびリヤカバー
６６の３つのケース部材にて構成されており、それぞれの軸方向の端部に設けられたフラ
ンジ等の突き合わせ部が互いに突き合わされた状態で、多数の締結ボルトにより締結され
て互いに一体的に接合されている。フロントケース部材６２は、エンジン１６側に向かっ
て開口する開口部がエンジン１６に一体的に固設されており、エンジン１６との間にダン
パ装置１８を収容する第１収容空間７２が形成される。中間ケース部材６４は、筒形状の
外筒７４と、その外筒７４から内周側へ延び出すように、前記第１軸線Ｓ１～第４軸線Ｓ
４と略直交する姿勢で設けられた仕切り壁７６とを一体に備えており、フロントケース部
材６２と仕切り壁７６との間に、前記電気式差動部２６、カウンタシャフト３６、ギヤシ
ャフト４２、ディファレンシャル装置４８等を収容する第２収容空間７８が形成される。
フロントケース部材６２および仕切り壁７６は、エンジン出力歯車３０、カウンタシャフ
ト３６、ギヤシャフト４２、ディファレンシャル装置４８等を、ベアリングを介して回転
可能に支持する支持部を備えている。また、リヤカバー６６と仕切り壁７６との間には、
前記第１モータジェネレータＭＧ１、第２モータジェネレータＭＧ２を収容する第３収容
空間８０が形成される。リヤカバー６６および仕切り壁７６は、ベアリングを介してロー
タ軸２８、４４を回転可能に支持する支持部を備えている。
【００２２】
　図２は、第２軸線Ｓ２上に配設されたカウンタシャフト３６と、第３軸線Ｓ３上に配設
されたギヤシャフト４２およびロータ軸４４と、を具体的に例示した正面図で、これ等の
ロータ軸４４、ギヤシャフト４２、およびカウンタシャフト３６によってモータ側動力伝
達部９０が構成されている。ギヤシャフト４２およびロータ軸４４は、第３軸線Ｓ３上に
互いに隣接して配設されているとともに、互いに近接する側の軸端部においてスプライン
嵌合部４６を介して動力伝達可能に連結されている。ギヤシャフト４２の第２モータジェ
ネレータＭＧ２側の端部は、ロータ軸４４よりも小径とされて、そのロータ軸４４の円筒
内に嵌め入れられている。ギヤシャフト４２の嵌合部の外周面には外スプライン歯４２ｔ
が設けられている一方、ロータ軸４４の嵌合部の内周面には内スプライン歯４４ｔが設け
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られており、それ等の外スプライン歯４２ｔおよび内スプライン歯４４ｔが互いに噛み合
わされている。これ等の外スプライン歯４２ｔおよび内スプライン歯４４ｔは、例えばイ
ンボリュート歯形のインボリュートスプラインにて構成されている。上記ロータ軸４４お
よびギヤシャフト４２は、一軸線である第３軸線Ｓ３上に互いに隣接して配設されるとと
もに、互いに近接する側の軸端部においてスプライン嵌合部４６を介して動力伝達可能に
連結された第１動力伝達軸、第２動力伝達軸に相当する。また、モータ出力歯車４０は、
第２動力伝達軸に設けられた歯車に相当し、モータ出力歯車４０および減速大歯車３２は
はすば歯車である。
【００２３】
　ロータ軸４４は、一対の第１軸受９２ａ、９２ｂを介して第３軸線Ｓ３まわりに回転可
能にトランスアクスルケース６０によって支持されている。このロータ軸４４の軸方向の
中央部分には、第２モータジェネレータＭＧ２のロータ９４が相対回転不能に連結されて
いる。第１軸受９２ａおよび９２ｂは、第３軸線Ｓ３の軸線方向（第３軸線Ｓ３と平行な
方向で図２における左右方向）においてロータ９４の両側に配置されており、ギヤシャフ
ト４２にスプライン嵌合される側の第１軸受９２ａが第１ａ軸受である。ギヤシャフト４
２は、一対の第２軸受９６ａ、９６ｂを介して第３軸線Ｓ３まわりに回転可能にトランス
アクスルケース６０によって支持されている。第２軸受９６ａおよび９６ｂは、第３軸線
Ｓ３の軸線方向においてモータ出力歯車４０の両側に配置されており、ロータ軸４４にス
プライン嵌合される側の第２軸受９６ａが第２ａ軸受である。ギヤシャフト４２は、第２
モータジェネレータＭＧ２の動力をカウンタシャフト３６に伝達して駆動輪５４を回転駆
動する駆動軸として機能するとともに、カウンタシャフト３６からモータ出力歯車４０を
介してエンジン１６の動力等が伝達される。ギヤシャフト４２にはまた、惰性走行時等に
駆動輪５４からディファレンシャル装置４８、カウンタシャフト３６を介して逆入力回転
（被駆動回転）が伝達される。
【００２４】
　前記スプライン嵌合部４６には、歯溝の振れ等により嵌合ガタ（周方向および径方向の
遊び）が存在する。このため、エンジン１６の爆発に伴うトルク変動等によるギヤシャフ
ト４２およびロータ軸４４の相対的な回転変動により、外スプライン歯４２ｔおよび内ス
プライン歯４４ｔが歯面分離と衝突を繰り返してガタ打ち音（歯打ち音）が発生する可能
性がある。このようなガタ打ち音の発生を抑制するために、本実施例では、スプライン嵌
合部４６に隣接する部分にフリクションダンパ４７が配設されている。具体的には、ギヤ
シャフト４２については、外スプライン歯４２ｔが設けられた部位よりも軸方向の内側に
円筒外周面が設けられ、ロータ軸４４については、内スプライン歯４４ｔが設けられた部
位よりも軸方向の外側すなわち先端側に円筒内周面が設けられており、それ等の円筒外周
面と円筒内周面との間の円環状空間にフリクションダンパ４７が配設されている。フリク
ションダンパ４７はゴム等の弾性部材を主体として構成されており、円筒金具等を介して
一方の部材に固設され、他方の部材に押圧されて弾性部材が圧縮変形させられることによ
り、滑り摩擦の摩擦抵抗による緩衝作用によってガタ打ち音が低減される。
【００２５】
　図３は、図２におけるスプライン嵌合部４６の近傍部分の支持構造を具体的に説明する
断面図である。図３において、第１軸受９２ａはボールベアリングで、トランスアクスル
ケース６０に設けられた円筒形状の第１軸受保持部１００ａの内側に配設されて保持され
ている。第１軸受保持部１００ａは仕切り壁７６に一体に設けられている。そして、本実
施例では第１軸受９２ａの内輪１０２ａがロータ軸４４に圧入固定され、外輪１０４ａが
第１軸受保持部１００ａに隙間嵌めされている。図示は省略するが、他方の第１軸受９２
ｂも第１軸受９２ａと同様に取り付けられている。また、第２軸受９６ａ、９６ｂは何れ
もボールベアリングで、それぞれトランスアクスルケース６０に設けられた円筒形状の第
２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂの内側に配設されて保持されている。第２軸受保持部１
０６ａは仕切り壁７６に一体に設けられており、第２軸受保持部１０６ｂはフロントケー
ス部材６２に一体に設けられている。そして、本実施例では第２軸受９６ａ、９６ｂの内
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輪１０８ａ、１０８ｂがギヤシャフト４２に圧入固定され、外輪１１０ａ、１１０ｂが第
２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂに隙間嵌めされている。第１軸受保持部１００ａ、第２
軸受保持部１０６ａ、１０６ｂが設けられたトランスアクスルケース６０は支持部材に相
当する。
【００２６】
　第２軸受９６ａ、９６ｂの外輪１１０ａ、１１０ｂが隙間嵌めされることにより、その
外輪１１０ａ、１１０ｂと第２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂの内周面との間には所定の
第２クリアランスＣ２（図７参照）が形成される。第２クリアランスＣ２は、ギヤシャフ
ト４２と第２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂとの間のクリアランスで、主として外輪１１
０ａ、１１０ｂと第２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂとの間の隙間であるが、第２軸受９
６ａ、９６ｂの内部の隙間、すなわち内輪１０８ａ、１０８ｂとボールとの間の隙間や、
外輪１１０ａ、１１０ｂとボールとの間の隙間によるガタ寸法を含む。第１軸受９２ａに
ついても、第２軸受９６ａ、９６ｂと同様に外輪１０４ａと第１軸受保持部１００ａの内
周面との間に所定の第１クリアランスＣ１（図８参照）が形成される。他方の第１軸受９
２ｂも、第１軸受９２ａと同様に所定の第１クリアランスＣ１を有する。図７は第２軸受
９６ａを第３軸線Ｓ３の軸線方向から見た側面図で、図８は第１軸受９２ａを第３軸線Ｓ
３の軸線方向から見た側面図である。
【００２７】
　ところで、モータ出力歯車４０と減速大歯車３２との間で動力伝達が行われる際には、
動力伝達時の反力により、ギヤシャフト４２にはモータ出力歯車４０を介してラジアル荷
重Ｆｒ、具体的には図２に示されるようにカウンタシャフト３６から離間する方向の荷重
、が加えられる。このため、ギヤシャフト４２はそのラジアル荷重Ｆｒの作用方向（矢印
Ｆｒの方向で、図２における上方）へ押圧され、そのギヤシャフト４２を支持している第
２軸受９６ａ、９６ｂもラジアル荷重Ｆｒの作用方向へ押圧される。この時、第２軸受９
６ａ、９６ｂは、第２クリアランスＣ２の存在で外輪１１０ａ、１１０ｂが第２軸受保持
部１０６ａ、１０６ｂに対して相対回転するクリープを発生し、外輪１１０ａ、１１０ｂ
の外周面が摩耗する可能性がある。これを防止するために、本実施例では外輪１１０ａ、
１１０ｂの外周面にそれぞれ一対の環状溝１１２（図４参照）が設けられ、弾性部材とし
てＯリング１１４が配設されている。Ｏリング１１４の一部は環状溝１１２から外部に突
き出し、図５に示すように第２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂの内周面に密着させられ、
自身の弾性で押圧されるようになっており、その第２軸受保持部１０６ａ、１０６ｂとの
間の摩擦によって外輪１１０ａ、１１０ｂのクリープが抑制される。図５は、図４におけ
るＶ－Ｖ矢視部分の環状溝１１２の断面図で、Ｏリング１１４と共に示した図である。
【００２８】
　このように第２軸受９６ａ、９６ｂの外輪１１０ａ、１１０ｂにＯリング１１４が装着
されると、動力伝達時にギヤシャフト４２がラジアル荷重Ｆｒの作用方向へ変位すること
が抑制されて第３軸線Ｓ３と略同心に保持される。一方、エンジン１６により減速大歯車
３２を介してモータ出力歯車４０が回転駆動されると、ロータ軸４４は、図１６の(a) に
示すようにスプライン嵌合部４６を介してギヤシャフト４２と共に回転させられる。この
時、エンジン１６のトルク変動に起因してスプライン嵌合部４６でガタ打ちが生じる可能
性がある。また、第２モータジェネレータＭＧ２を駆動力源として用いて走行するＥＶ走
行時や、第２モータジェネレータＭＧ２を回生制御して発電する発電走行時にも、ギヤシ
ャフト４２とスプライン嵌合部４６との芯ずれ、ロータ軸４４とスプライン嵌合部４６と
の芯ずれ、スプライン嵌合部４６の噛合いピッチ円の不均一性（楕円など）、等に起因し
て、スプライン嵌合部４６でガタ打ちが生じる可能性がある。本実施例では前記フリクシ
ョンダンパ４７により周方向のガタ打ちは抑制されるが、径方向の嵌合ガタにより径方向
のガタ打ちが発生する可能性がある。ギヤシャフト４２は第３軸線Ｓ３と略同心に保持さ
れているため、第１軸受９２ａの第１クリアランスＣ１が比較的大きくてロータ軸４４が
径方向へ変位することが可能であると、スプライン嵌合部４６において径方向のガタ打ち
が発生する。このように径方向のガタ打ちが発生すると、ロータ軸４４は図１６の(b) に
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示すように回転数の高次の周波数成分を含む振動数で心振れするようになる。スプライン
嵌合部４６の径方向ガタが大きい程、或いはギヤシャフト４２やロータ軸４４とスプライ
ン嵌合部４６との芯ずれが大きい程、ロータ軸４４の心振れの振れ幅が大きくなる。そし
て、このロータ軸４４の心振れにより、図１６の(c) に示すように、第１軸受９２ａ、９
２ｂおよび第２軸受９６ａ、９６ｂの各軸受荷重Ｆｂが回転数の高次の周波数成分を含む
周期で変動し、この軸受荷重Ｆｂがトランスアクスルケース６０に伝達されることにより
振動や騒音が発生する。軸受荷重Ｆｂの変動量は、ロータ軸４４の振れ幅が大きい程、す
なわちスプライン嵌合部４６の径方向ガタが大きい場合、或いはギヤシャフト４２やロー
タ軸４４とスプライン嵌合部４６との芯ずれが大きい場合に大きくなり、振動や騒音も大
きくなる。本発明者等の実験によれば、特に第１軸受９２ａの軸受荷重Ｆｂの変動量が大
きく、振動や騒音に大きく影響する。
【００２９】
　これに対し、本実施例では、ギヤシャフト４２の一対の第２軸受９６ａ、９６ｂのうち
少なくとも第２軸受９６ａに関して、図４に示すように前記環状溝１１２のうちラジアル
荷重Ｆｒの作用方向側部分には、溝深さが徐々に大きくなる深溝部１１２ｒが設けられ、
その深溝部１１２ｒでは前記Ｏリング１１４が環状溝１１２から突き出す突出寸法が小さ
くされている。本実施例では、図６に示すようにＯリング１１４の突出寸法が略０とされ
、外輪１１０ａと第２軸受保持部１０６ａとの間に前記第２クリアランスＣ２が形成され
る。これにより、ギヤシャフト４２が第２軸受９６ａと共に第２クリアランスＣ２だけラ
ジアル荷重Ｆｒの作用方向へ変位することが許容される。Ｏリング１１４が深溝部１１２
ｒから突き出す場合でも、そのＯリング１１４の弾性変形により実質的に第２クリアラン
スＣ２を確保できれば良い。他方の第２軸受９６ｂについては、必ずしも作用方向側部分
の溝深さを大きくする必要はなく、環状溝１１２の全周で図５と同じ一定の溝深さとして
も良いが、第２軸受９６ａと同様に、ラジアル荷重Ｆｒの作用方向側部分に深溝部１１２
ｒを設けても良い。図６は、図４におけるVI－VI矢視部分の環状溝１１２の断面図、すな
わち深溝部１１２ｒが設けられた部分の断面図で、Ｏリング１１４と共に示した図である
。
【００３０】
　一方、第１軸受９２ａにおける前記第１クリアランスＣ１は、第２軸受９６ａにおける
第２クリアランスＣ２よりも小さくされている。これにより、ギヤシャフト４２がラジア
ル荷重Ｆｒに従ってそのラジアル荷重Ｆｒの作用方向へ変位させられるとともに、スプラ
イン嵌合部４６を介してロータ軸４４が同じくラジアル荷重Ｆｒの作用方向へ変位させら
れた際に、第２軸受９６ａが第２軸受保持部１０６ａに当接する前に第１軸受９２ａが第
１軸受保持部１００ａに当接させられ、ラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部が第１軸受保
持部１００ａを介してトランスアクスルケース６０によって受け止められるようになる。
このように、第１軸受９２ａがラジアル荷重Ｆｒの作用で第１軸受保持部１００ａに当接
させられると、スプライン嵌合部４６における径方向のガタ打ちが抑制されるとともに、
ロータ軸４４の心振れが抑制される。これにより、そのロータ軸４４の心振れに伴って第
１軸受９２ａ等を介してトランスアクスルケース６０に伝達される荷重変動が抑制され、
その荷重変動に起因してトランスアクスルケース６０から発生する振動や騒音が低減され
る。なお、第１クリアランスＣ１、第２クリアランスＣ２は、ラジアル荷重Ｆｒの作用で
第１軸受９２ａが第１軸受保持部１００ａに当接させられるように、ロータ軸４４および
ギヤシャフト４２の同軸度や傾きなどの各部の誤差等も考慮して定められる。
【００３１】
　この場合、第２軸受９６ａの環状溝１１２の深溝部１１２ｒが確実にラジアル荷重Ｆｒ
の作用方向側に位置するように、第２軸受９６ａの外輪１１０ａの第３軸線Ｓ３まわりの
位相を、第２軸受保持部１０６ａに対して位置決めする必要がある。例えば、Ｏリング１
１４によって外輪１１０ａが第２軸受保持部１０６ａに対して回転不能に位置決めされる
場合には、図７に示すように、外輪１１０ａおよび第２軸受保持部１０６ａにマーク１１
６、１１８を設けて、そのマーク１１６、１１８が一致するように位置合わせをして組み
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付ければ良い。図９に示すように、外輪１１０ａの外周面に回止めピン１２０を突設する
とともに、第２軸受保持部１０６ａに位置決め溝１２２を設けて、回止めピン１２０が位
置決め溝１２２内に挿入されるように位置合わせをして組み付けるようにしても良い。図
１０に示すように、環状溝１１２の一部に深さや幅寸法が大きい大溝部１２４を設けると
ともに、第２軸受保持部１０６ａに位置決め溝１２６を設け、Ｏリング１１４に設けられ
た大径嵌合部１２８が大溝部１２４に嵌め込まれた状態で、その大径嵌合部１２８が位置
決め溝１２６内に挿入されるように位置合わせをして組み付けるようにしても良い。また
、図１１に示すように、外輪１１０ａの外周形状を楕円形状とするとともに、第２軸受保
持部１０６ａの内周形状を楕円形状として、外輪１１０ａの第３軸線Ｓ３まわりの位相を
位置決めすることもできる。
【００３２】
　このように、本実施例の車両用動力伝達装置１０のモータ側動力伝達部９０は、スプラ
イン嵌合部４６を介して連結されたギヤシャフト４２およびロータ軸４４を備えていると
ともに、動力伝達時の反力でギヤシャフト４２にはモータ出力歯車４０を介してラジアル
荷重Ｆｒが加えられる。その場合に、ロータ軸４４の一対の第１軸受９２ａ、９２ｂのう
ちスプライン嵌合部４６側の第１軸受９２ａの第１クリアランスＣ１は、ギヤシャフト４
２の一対の第２軸受９６ａ、９６ｂのうちスプライン嵌合部４６側の第２軸受９６ａの第
２クリアランスＣ２よりも小さくされており、動力伝達時にギヤシャフト４２に加えられ
たラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部はスプライン嵌合部４６からロータ軸４４に伝達さ
れ、第１軸受９２ａを介してトランスアクスルケース６０によって受け止められる。これ
により、ギヤシャフト４２およびロータ軸４４が、何れもラジアル荷重Ｆｒによってその
作用方向へ押圧された状態で回転させられるようになり、それ等のギヤシャフト４２およ
びロータ軸４４の心振れが抑制されるため、その心振れに起因して回転数の高次の周波数
成分を含む荷重変動が第１軸受９２ａ等を介してトランスアクスルケース６０に伝達され
ることによって生じる振動や騒音が低減される。
【００３３】
　また、本実施例では第２軸受９６ａの外輪１１０ａの外周面に環状溝１１２が設けられ
てＯリング１１４が配設され、そのＯリング１１４の一部が環状溝１１２から突き出して
第２軸受保持部１０６ａの内周面に密着させられているため、Ｏリング１１４の摩擦によ
って外輪１１０ａと第２軸受保持部１０６ａとの相対回転が抑制され、外輪１１０ａのク
リープによる摩耗が抑制される。その場合に、Ｏリング１１４によって第２軸受９６ａの
第２クリアランスＣ２が実質的に無くなると、ラジアル荷重Ｆｒが第２軸受９６ａおよび
Ｏリング１１４を介してトランスアクスルケース６０によって受け止められるとともに、
ギヤシャフト４２が第３軸線Ｓ３と略同心に保持されるようになり、ロータ軸４４が心振
れし易い状態になる。これに対し、本実施例では上記環状溝１１２のうちラジアル荷重Ｆ
ｒの作用方向側部分の溝深さが大きくされ、その作用方向側部分においてＯリング１１４
が環状溝１１２から突き出す突出寸法が小さくされているため、第２軸受９６ａがラジア
ル荷重Ｆｒに従ってその作用方向側へ変位することが許容される。これにより、ギヤシャ
フト４２に加えられたラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部が、スプライン嵌合部４６から
ロータ軸４４に伝達されるとともに、第１クリアランスＣ１が比較的小さい第１軸受９２
ａを介してトランスアクスルケース６０によって受け止められるようになり、そのロータ
軸４４の心振れが抑制されて振動や騒音が低減される。
【００３４】
　図１２は、本発明品と比較品１、２とを用意して、トランスアクスルケース６０から発
生する騒音を調べた結果を比較して示した図である。本発明品は、本実施例の車両用動力
伝達装置１０である。比較品１、２は、何れも車両用動力伝達装置１０において、第２軸
受９６ａの環状溝１１２に深溝部１１２ｒが設けられていない場合で、Ｏリング１１４に
より全周に亘って第２クリアランスＣ２が実質的に無くなり、ラジアル荷重Ｆｒに拘らず
ギヤシャフト４２が第３軸線Ｓ３と略同心に保持される。また、比較品１はフリクション
ダンパ４７が設けられているが、比較品２はフリクションダンパ４７が無い場合である。
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そして、駆動輪５４の代わりにモータを接続して左右のドライブシャフト５２を回転駆動
することにより、第２モータジェネレータＭＧ２を回生制御して発電する発電走行を実験
的に再現し、ロータ軸４４がスプライン嵌合部４６を介してギヤシャフト４２と共に回転
させられるようにして、トランスアクスルケース６０から発生する騒音を測定した。この
場合、エンジン１６は停止しているため、ロータ軸４４の心振れに起因して生じる騒音を
適切に測定できる。
【００３５】
　図１２の結果から明らかなように、フリクションダンパ４７が無い比較品２は、ロータ
軸４４の心振れに起因して回転数の高次の周波数成分を含む荷重変動がトランスアクスル
ケース６０に伝達されるだけでなく、スプライン嵌合部４６の周方向のガタ打ち音等によ
って最も大きな騒音が発生する。比較品２は、フリクションダンパ４７の存在でスプライ
ン嵌合部４６の周方向のガタ打ち音の発生が抑制されるため、比較品２よりも騒音が低減
される。本発明品は、環状溝１１２のラジアル荷重Ｆｒの作用方向側部分に深溝部１１２
ｒが設けられて、第２軸受９６ａがラジアル荷重Ｆｒの作用方向側へ変位することが許容
されることにより、ラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部がロータ軸４４に伝達されるよう
になり、そのロータ軸４４の心振れが抑制されて騒音が最も小さくなる。図１２の破線Ｌ
ｎは、高精度な加工でスプライン嵌合部４６のガタを小さくした場合の騒音レベルで、本
発明品はその騒音レベルＬｎよりも低い。言い換えれば、簡単且つ安価な加工方法でスプ
ライン嵌合部４６を加工しつつ、そのスプライン嵌合部４６の嵌合ガタ等に起因して生じ
る騒音を、高精度加工時の騒音レベルＬｎ以下まで低減することができたのである。
【００３６】
　なお、上記実施例では第２軸受９６ａの環状溝１１２に深溝部１１２ｒが設けられるこ
とにより、ラジアル荷重Ｆｒの作用方向側部分に第２クリアランスＣ２が確保されていた
が、図１３～図１５に示すように、Ｏリング１１４に小径部１１４ｒを設けて、ラジアル
荷重Ｆｒの作用方向側部分に第２クリアランスＣ２を確保することもできる。図１３～図
１５は前記図４～図６に対応する図で、図１３は環状溝１１２が設けられた部分で切断し
た断面図である。図１４は、図１３における XIV－XIV 矢視部分の環状溝１１２の断面図
で、Ｏリング１１４と共に示した図である。図１５は、図１３におけるXV－XV矢視部分の
環状溝１１２の断面図で、Ｏリング１１４の小径部１１４ｒと共に示した図である。
【００３７】
　本実施例においても、Ｏリング１１４のラジアル荷重Ｆｒの作用方向側部分に小径部１
１４ｒが設けられて、その作用方向側部分に第２クリアランスＣ２が確保されることによ
り、第２軸受９６ａがラジアル荷重Ｆｒの作用方向側へ変位することが許容される。これ
により、ラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部がロータ軸４４に伝達され、第１軸受９２ａ
を介してトランスアクスルケース６０によって受け止められるようになり、前記実施例と
同様の作用効果が得られる。
【００３８】
　また、前記実施例では第２軸受９６ａ、９６ｂの外輪１１０ａ、１１０ｂに環状溝１１
２が設けられてＯリング１１４が装着されていたが、環状溝１１２およびＯリング１１４
が無い場合でも、ロータ軸４４の第１軸受９２ａの第１クリアランスＣ１を、ギヤシャフ
ト４２の第２軸受９６ａの第２クリアランスＣ２よりも小さくし、動力伝達時にギヤシャ
フト４２に加えられたラジアル荷重Ｆｒの少なくとも一部がロータ軸４４に伝達され、第
１軸受９２ａを介してトランスアクスルケース６０によって受け止められるようにすれば
、そのロータ軸４４の心振れが抑制されて振動や騒音を低減できるという前記実施例と同
様の作用効果が得られる。
【００３９】
　以上、本発明の実施例を図面に基づいて詳細に説明したが、これ等はあくまでも一実施
形態であり、本発明は当業者の知識に基づいて種々の変更、改良を加えた態様で実施する
ことができる。
【符号の説明】
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【００４０】
　１０：車両用動力伝達装置（動力伝達装置）　　４０：モータ出力歯車（歯車）　　４
２：ギヤシャフト（第２動力伝達軸）　　４４：ロータ軸（第１動力伝達軸）　　４６：
スプライン嵌合部　　６０：トランスアクスルケース（支持部材）　　９２ａ：第１軸受
（第１ａ軸受）　　９２ｂ：第１軸受　　９６ａ：第２軸受（第２ａ軸受）　　９６ｂ：
第２軸受　　１００ａ：第１軸受保持部　　１０６ａ、１０６ｂ：第２軸受保持部　　１
１０ａ：外輪　　１１２：環状溝　　１１４：Ｏリング（弾性部材）　　Ｓ３：第３軸線
（一軸線）　　Ｆｒ：ラジアル荷重　　Ｃ１：第１クリアランス　　Ｃ２：第２クリアラ
ンス

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】



(16) JP 2021-113606 A 2021.8.5

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｆ１６Ｆ  15/08     (2006.01)           Ｆ１６Ｆ   15/08     　　　Ｙ        　　　　　

(72)発明者  高巣　祐輔
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
Ｆターム(参考) 3J012 AB07  BB03  BB05  CB03  DB08  DB13  FB10 
　　　　 　　  3J048 AA01  BA10  BA24  DA06  EA32 
　　　　 　　  3J117 AA10  BA10  CA06  DA01  DA02  DB04 
　　　　 　　  3J701 AA02  AA32  AA42  AA52  AA62  AA81  BA77  FA01  GA11 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

